
青少年活動団体事業補助金交付要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、青少年活動団体の地域活動の健全化と発展を促進するため、補助

金を 

交付し、地域の中での子どもの健全な育成を図ることを目的とする。 

 

（補助対象団体） 

第２条 この要綱による補助金の交付対象となる青少年活動団体（以下「補助対象団体」

という。）は、豊中市こども会連合会、ガールスカウト豊中地区協議会、ボーイスカ

ウト豊中協議会とする。 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、毎年度予算の範囲内で、教育長が定める。 

 

（事業補助の内容） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 指導者・団体育成者の相互研修活動事業 

(2) 学習事業・文化活動・社会奉仕活動等各団体活動の健全化又は青少年の健全育成

に寄与する事業 

(3) 前２号の事業に不可欠な調査・研究に関する事業 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 報償費 

(2) 旅費 

(3) 需用費 

(4) 役務費 

(5) 使用料及び賃借料 

 

（交付の申込み） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体の代表者は、補助金交付申込書

（別紙様式第１号）を、教育長が定める期日までに、次の各号に掲げる書類を添えて

教育長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 



(2) 収支予算書 

(3) 支出計画書 

(4) その他教育長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第７条 教育長は、前条の申込書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を

交付 

すべきものと認めたときは、交付の決定をするものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条 補助金の交付決定には、次の要件を付すことができる。 

(1) 補助対象事業の内容の変更をする場合は、速やかに教育長に届け出ること 

(2) 補助対象事業を中止又は廃止する場合は、速やかに教育長に届け出ること 

(3) 補助金の執行については、交付目的を達成するために適切に執行すること 

(4) その他教育長が必要と認める事項 

 

（決定の通知） 

第９条 教育長は、補助金の交付を決定したときは、その決定の内容及びこれに条件を

付し 

た場合は、その条件を当該申込者に対し、補助金交付決定通知書（別紙様式第２号）

によ 

り通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第 10 条 前条の規定による決定の通知を受けた者は、交付決定後速やかに補助金交付

請求書を作成のうえ、補助金交付決定通知書の写しを添えて教育長に提出しなければ

ならない。 

 

（実績報告） 

第 11 条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業の終了後３０日以内又は当該終

了した日の属する年度の３月末日のいずれか早い期日までに、補助事業実績報告書

(別紙様式第３号)に、次の各号に掲げる書類を添えて教育長に報告しなければならな

い。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 支出命令書（別紙様式第５号） 

(4) その他教育長が必要と認める書類 



 

（補助金額の確定） 

第 12 条 教育長は、前条の規定による報告を受けた場合において、当該報告に係る補

助 

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであ

るかど 

うかについて当該報告書等の書類の審査等を行うことにより調査し、適合すると認め

たと 

きは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助金の交付の決定を受けた者に対し補

助金 

交付確定通知書(別紙様式第４号)により通知するものとする。 

 

（補助金の精算） 

第 13 条 補助金の交付の決定を受けた者は、精算の結果、補助金に残額が生じたとき

は、教育長が定めた期日までにその残額のすべてを返還しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第 14 条 教育長は、補助金の交付の決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当す

るとき 

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金を当該補助事業等以外の用途に使用したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この要綱又はこれに基

づく教育長の処分に違反したとき。 

(3) 補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

(4) 偽りその他不正な方法により補助金の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後において

も適用があるものとする。 

 

(補助金の返還) 

第15条 教育長は、補助金の交付の決定を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれ

に付した条件を変更した場合において、当該取消し又は変更に係る部分に関し、既に

補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずることができる。 

２ 教育長は、補助金の交付の決定を受けた者に交付すべき補助金の額を確定した場合

において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その

返還を命ずるものとする。 

 



（加算金及び延滞金） 

第 16 条 補助金の交付を受けた者は、第１４条の規定による取消しに関し、補助金の

返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数

に応じ、当該補助金の額(その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納額を控除した額)につき年１０.９５パーセントの割合で計算した加算金を市に

納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助金の交付を

受けた者の納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付金

額は、まず当該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

３ 補助金の交付を受けた者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付し

なかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき

年    １０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければなら

ない。 

４ 第１項又は前項の加算金又は延滞金の額の計算における年当たりの割合は、閏
じゅん

年の

日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。  

 

 (指示及び検査) 

第 17 条 教育長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、

補助金 

の交付を受けた者に対し、随時、当該補助金の使用について必要な指示をし、又は検

査す 

ることができる。 

 

 

(帳簿等の整備) 

第 18 条 補助金の交付を受けた者は、補助事業対象に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿 

等を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整備しておかなければならない。 

 

(申込書等の様式) 

第 19 条 この要綱による補助金交付申込書、補助金交付決定通知書、補助事業実績報

告書、 

補助金交付確定通知書及び支出命令書の様式は、様式第１号から様式第５号までのと

おりとする。 

 

(委任) 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定めるものとする。 



 

 

附 則 

 この要綱は、昭和５０年４月１日から実施する。 

 この要綱は、平成１５年４月１日から実施する。 

 この要綱は、平成１６年４月１日から実施する。 

この要綱は、平成１８年１１月１日から実施する。 

この要綱は、平成２２年３月４日から実施する。 

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 



様式第１号 

 

補 助 金 交 付 申 込 書 

 

年  月  日   

 

豊中市教育長様 

 

申込者 住所   

    

団体名 

 

代表者名              

 

 

  

 

青少年活動団体事業補助金交付要綱第6条の規定により補助金の交付を受けたいので，

関係書類を添えて申し込みます。 

 

 
補助金の名称 青少年活動団体事業補助金 

 

補 助 金 申 込 額 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号 

 

豊教い 第  号 

 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 

年  月  日   

 

           様 

豊 中 市 教 育 長 ㊞   

 

年  月  日づけで申込みのあった補助金については，次のとおり決定し  

たので，青少年活動団体事業補助金交付要綱第9条の規定により通知します。 

 

 
 補 助 金 の 名 称   青少年活動団体事業補助金 

 

補助金交付決定額 円  

 

 交付の条件 

  

備考 豊中市行政文書管理規則(平成13年豊中市規則第76号)第13条第2項ただし書の規

定により，文書番号による場合は，「豊中市指令何第  号」に代えて同規則第14条

に規定する記号及び同規則第12条に規定する文書番号を付す。



 

様式第３号 

 

補 助 事 業 実 績 報 告 書 

 

年  月  日   

 

     豊中市教育長様 

 

 

申込者 住所 

 

                        団体名  

              

代表者名             

    

 

 

 年   月  日づけで申し込み，  年  月  日豊教い第 号で交付決 

定された補助事業に係る実績を青少年活動団体事業補助金交付要綱第11条の規定によ

り，関係書類を添えて報告します。 

 

 補 助 事 業 

の 名 称 
青少年活動団体事業補助金 

 

補 助 事 業 

着手年月日 
年  月  日 

補 助 事 業 

完了年月日 
年  月  日 

補 助 事 業 

の経過及び

概   要 

 

 



様式第４号 

 

豊教い 第  号 

 

補 助 金 交 付 確 定 通 知 書 

年  月  日   

 

            様 

豊 中 市 教 育 長 ㊞   

 

年  月  日づけで報告のあった補助金については，次のとおり確定し  

たので，青少年活動団体事業補助金交付要綱第12条の規定により通知します。 

 

 
 補 助 金 の 名 称   青少年活動団体事業補助金 

 

補助金交付決定額 円  

補助金交付確定額 円  

 

 

備考 豊中市行政文書管理規則(平成13年豊中市規則第76号)第13条第2項ただし書の規

定により，文書番号による場合は，「豊中市指令何第  号」に代えて同規則第14条

に規定する記号及び同規則第12条に規定する文書番号を付す。 



様式第５号 

年度  支 出 命 令 書 

団体名  支 出 第   号 

起 案     年  月  日 支 出     年  月  日 

決裁印 代表者 印 会 計 印  

支出金額                              円 

＜摘 要＞ 

報償費  印刷製本費  

旅費  役務費  

消耗品費  使用料及び賃借料  

燃料費  支出金額計  

食糧費   

 


